
３．就業支援につながる施策等

（就業相談・就職支援）

15
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平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

新規求職申込み件数 235,020件 264,742件 272,111件 256,719件 247,033件 234,497件 223,195件

紹介件数 475,903件 475,566件 491,240件 487,183件 448,379件 396,341件 361,077件

就職件数 80,247件 85,480件 93,613件 98,077件 98,597件 94,316件 90,018件

資料：厚生労働省職業安定局調べ

0

2

4

6

8

10

12

0

10

20

30

40

50

60

H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

新規求職申込件数

紹介件数

就職件数

新規求職申込・
紹介件数(万件) 就職件数(万件)

資料：厚生労働省職業安定局調べ (年度)

ハローワークによる母子家庭の母等の職業紹介状況



マザーズハローワーク事業の概要

支援サービスの内容

求職活動の準備が整い､かつ具体的な就職希望を有する子育て女性等に対する就職支援サービスの提供

○ 担当者制・予約制によるきめ細かな職業相談・職業紹介等

個々の求職者の希望や状況に応じた再就職実現のための計画の策定、担当者制・予約制による職業相談・職業紹介、再就職に資する各種
セミナーの実施等総合的かつ一貫した支援の実施

○ 仕事と子育てが両立しやすい求人の確保等

仕事と子育てが両立しやすい求人情報の収集・提供や、求職者の希望やニーズに適合する求人の開拓をするとともに、メール配信等により、
事業所情報を提供

○ 地方公共団体等との連携による保育サービス関連情報の提供

保育所、地域の子育て支援サービスに関する情報の提供や、地方公共団体の保育行政との連携による保育サービスの現状等に係る説明会
の開催等

○ 子ども連れで来所しやすい環境の整備

・ キッズコーナー、ベビーチェアの設置や子ども連れでも職業相談等が行える十分な相談スペースの確保

・ 相談中の子どもの安全面へ配慮し、キッズコーナーに安全サポートスタッフを配置

マザーズハローワーク（平成１８年度より設置）
・全国２１箇所（札幌市、仙台市、さいたま市、千葉市、渋谷区、荒川区、立川市、横浜市、相模原市、新潟市、静岡市、名古屋市、京都市、大阪市、堺市、神戸
市、岡山市、広島市、福岡市、北九州市、熊本市）に設置。
・子育て女性等（※）に対する再就職支援を実施するハローワーク。
※子育て女性等とは、子育て中の女性のほか、子育て中の男性、子育てをする予定のある女性を含む。

概 要

マザーズコーナー（平成１９年度より設置）
・マザーズハローワーク未設置地域であって県庁所在地等地域の中核的な都市のハローワークに「マザーズコーナー」 （１６３箇所）を設置。

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

新規求職申込み件数 198,481件 208,103件 209,731件 210,508件 219,085件 220,740件

（担当者制による就職支援対象者数） 48,341件 53,645件 57,470件 62,720件 71,560件 73,918件

就職件数 63,510件 69,137件 69,413件 72,050件 76,119件 75,297件

17※マザーズハローワーク事業実績



母 子 家 庭 等 就 業 ・ 自 立 支 援 事 業

一般市・福祉事務所設置町村

一般市等就業・自立支援事業

母子家庭等就業・自立支援センター事業の支援
メニュー（就業支援事業、就業支援講習会等事
業、就業情報提供事業、地域生活支援事業、在宅
就業推進事業、管内自治体・福祉事務所支援事
業、広報啓発・公聴、ニーズ把握活動等事業）の
中から地域の実情に応じ適切な支援メニューを選
択し実施。就業情報提供事業

母子家庭等就業・自立支援センター事業

就業支援事業 就業支援講習会等事業

☆地域生活支援事業

・就業相談、助言の実施、
企業の意識啓発、求人開拓
の実施 等

・就業準備等に関するセミナー
や、資格等を取得するための
就業支援講習会の開催

・求人情報の提供
・電子メール相談 等

・生活支援の実施
・養育費相談の実施 等

支援メニュー

在宅就業推進事業

・在宅就業のためのスキル
アップに係るセミナーの
開催 等

都道府県・指定都市・中核市

母子家庭の母及び父子家庭の父等に対し、就業相談から就業支援講習会、就業情報の提供等までの一貫し
た就業支援サービスや養育費相談など生活支援サービスを提供する事業。

面会交流支援事業

・面会交流援助の実施 等

☆管内自治体・
福祉事務所支援事業

広報啓発・公聴、ニーズ

把握活動等事業

・相談関係職員の資質向上の
ための研修会の開催や研修
受講支援 等

・地域の特性を踏まえた広報
啓発活動や支援施策に係る
ニーズ調査の実施 等

18☆ の事業は平成２７年度限り



母子家庭等就業・自立支援センター事業の実施状況

都道府県 指定都市 中核市 合計

平成１５年度
39か所
(83.0%)

8か所
(61.5%)

11か所
(31.4%)

58か所
(61.1%)

平成２２年度
47か所
(100.0%)

19か所
(100.0%)

40か所
(100.0%)

106か所
(100.0%)

平成２３年度
47か所
(100.0%)

19か所
(100.0%)

4１か所
(100.0%)

107か所
(100.0%)

平成２４年度
47か所
(100.0%)

20か所
(100.0%)

40か所
(97.6%)

107か所
(99.1%)

平成２５年度
47か所
(100.0%）

20か所
(100.0%）

41か所
(97.6%)

108か所
(99.1.%)

平成２６年度
47か所
(100.0%）

20か所
(100.0%）

43か所
(100.0%)

110か所
(100.0.%)

平成２７年度
47か所
(100.0%）

20か所
(100.0%）

44か所
(97.8%)

111か所
(99.1%)

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ
（注）上段の数字はか所数、（ ）は都道府県、市における実施割合 19



相談件数
（延べ数）

就業実績（延べ数）

総数

内訳

常勤 非常勤・パート 自営業・その他

平成１５年度 14,585件 1,262件 420件 822件 20件

平成２２年度 89,729件 5,748件 2,356件 3,233件 159件

平成２３年度 101,575件 6,366件 2,752件 3,440件 174件

平成２４年度 99,085件 6,097件 2,573件 3,349件 175件

平成２５年度 83,581件 5,575件 2,505件 2,957件 113件

平成２６年度 77,568件 5,489件 2,767件 2,536件 186件

平成２７年度 79,852件 5,523件 2,897件 2,550件 76件

※１名の利用者が就業相談、就業支援講習会、就業情報提供事業を利用して就職した場合は、それぞれ１件として数えている。

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ

就業相談の実施状況（母子家庭等就業・自立支援センターのメニュー）

母子家庭の母等の就業相談に応じ、家庭の状況、職業能力の適性、職業訓練の必要性等を踏まえ、就業への意欲形成等に
ついて助言を行うとともに、求人情報等を提供している。
また、就業に係る巡回相談を行うとともに、地域の企業に対し、母子家庭の母等に対する理解と協力を得つつ、求人を開
拓する就業促進活動を行っている。平成２１年度からは、事業の対象に父子家庭を追加して実施。

20



受講者数
（延べ数）

就業実績（延べ数）

総数

内訳

常勤 非常勤・パート 自営業・その他

平成１５年度 15,504件 757件 216件 415件 126件

平成２２年度 18,865件 1,481件 498件 938件 45件

平成２３年度 16,421件 1,662件 573件 955件 134件

平成２４年度 17,750件 1,710件 682件 965件 63件

平成２５年度 21,880件 1,392件 551件 698件 143件

平成２６年度 30,400件 1,636件 600件 953件 83件

平成２７年度 37,177件 1,714件 707件 903件 104件

※１名の利用者が就業相談、就業支援講習会、就業情報提供事業を利用して就職した場合は、それぞれ１件として数えている。

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ

母子家庭の母等については、就業経験がない者、専業主婦であった期間が長く再就職に不安がある者、転職希望はある
が仕事と家庭の両立に不安を抱えている者、就業に際して必要な技能の習得やよりよい仕事に就くためのキャリアアップを
望む者、起業するためのノウハウの習得を望む者など、様々なニーズがあると考えられる。
このような様々なニーズに応じて仕事に結びつく可能性の高い能力や資格を習得するための就業支援講習会を開催してい
る。平成２５年度からは、事業の対象に父子家庭を追加して実施。

就業支援講習会の実施状況（母子家庭等就業・自立支援センターのメニュー）

21



情報提供件数
（延べ数）

就業実績（延べ数）

総数

内訳

常勤 非常勤・パート 自営業・その他

平成１５年度 7,256件 653件 207件 415件 31件

平成２２年度 87,606件 4,187件 1,811件 2,312件 64件

平成２３年度 102,976件 4,569件 2,045件 2,453件 71件

平成２４年度 110,340件 4,534件 1,952件 2,539件 43件

平成２５年度 94,217件 4,338件 2,065件 2,196件 77件

平成２６年度 96,484件 4,045件 2,190件 1,807件 48件

平成２７年度 102,120件 4,305件 2,395件 1,872件 38件

※１名の利用者が就業相談、就業支援講習会、就業情報提供事業を利用して就職した場合は、それぞれ１件として数えている。

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ

就業支援講習会の修了者等の求職活動を支援するため、ハローワーク等の職業紹介機関と連携しつつ、母子家庭等就業支
援バンクを開設し、母子家庭の母等の希望する雇用条件等を登録し、希望に応じた求人情報を登録された母子家庭の母等に
適宜提供するとともに、インターネット等を活用した情報提供、電子メールによる相談、企業等への雇用を促進するための
啓発活動などを行っている。平成２１年度からは、事業の対象に父子家庭を追加して実施。

就業情報提供事業の実施状況（母子家庭等就業・自立支援センターのメニュー）

22



相談延べ件
数総数

相談内容

離婚前の相談
養育費関係
の相談

法律問題
子育て・生活
支援

その他

経済的相談 その他

平成１５年度 2,585件 - 577件 678件 746件 263件 321件

平成２２年度 4,381件 1,187件 1,279件 643件 792件 719件 333件

平成２３年度 4,481件 1,163件 1,433件 813件 960件 670件 472件

平成２４年度 4,833件 1,444件 1,359件 712件 949件 695件 897件

平成２５年度 4,484件 1,522件 1,303件 711件 808件 1,084件 408件

平成２６年度 3,603件 1,008件 1,150件 753件 844件 918件 372件

平成２７年度 3,837件 1,141件 1,124件 775件 689件 1,001件 434件

※同一の者が、一度に複数の内容について相談を行った場合は、相談延べ件数総数欄に１件、該当するそれぞれの区分に１件を計上している。
資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ

母子家庭等の生活の安定と児童の福祉の増進を図るため、養育費の取決めなど生活に密着した様々な法律・経済的問題等につ
いて、外部から弁護士等の専門家を招いて特別相談事業を実施している。
また、養育費に関する専門知識を有する相談員を配置し、養育費の取決めや支払履行・強制執行に関する相談や情報提供のほ
か、母子家庭等への講習会などを実施している。平成２１年度からは、事業の対象に父子家庭を追加して実施。

母子家庭等地域生活支援事業の実施状況（母子家庭等就業・自立支援センターのメニュー）

23



就業支援専門員

母子・父子自立支援
員

○養育費相談支援センタ－等による養育費相談
○弁護士による養育費等に関する法律相談
○児童扶養手当の支給
○母子父子寡婦福祉資金の貸付 など

○就業支援講習会の実施
○相談関係職員の資質向上
○自立支援プログラムの策定
○ハローワーク等との定期的な連絡調整や同行
支援など
○能力開発等のための給付金の支給 など

○子育て・生活支援
・保育所、放課後児童クラブ優先入所
・ヘルパー派遣
・家計管理支援等の講習会 など

就業支援

子育て・生活支援

養育費の確保、経済的支援

総合的な支援のた
めの相談窓口の
整備（市レベル）

ひとり親家庭への総合的な支援のための相談窓口の強化事業

○自治体の規模、支援サービスの状況など地域
の実情に応じた相談窓口のワンストップ化を推進
○就業を軸とした的確な支援の提供
○支援施策の広報啓発活動の実施

適切な支
援メニュー
の組み合
わせ

《個々の状況に対応する就業支援》

《ひとりで担う仕事と子育ての両立支援》

○子どもの生活・学習支援事業

子どもへの支援
《特有の悩みを持つ子どもへの支援》

24



母子・父子自立支援員の配置状況

母子・父子自立支援員

常勤 非常勤 計

平成１５年度 381名 962名 1,343名

平成２２年度 437名 1,137名 1,574名

平成２３年度 419名 1,182名 1,601名

平成２４年度 422名 1,200名 1,622名

平成２５年度 427名 1,217名 1,644名

平成２６年度 416名 1,248名 1,664名

平成２７年度 466名 1,244名 1,710名

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ（注）各年度末現在。

母子・父子自立支援員は、母子家庭及び父子家庭並びに寡婦の抱えている問題を把握し、その解決に必要な助言及び情報提供
を行うなど、自立に向けた総合的支援を行う者である。
※ 平成26年10月１日に「母子自立支援員」を「母子・父子自立支援員」に改称。

母子・父子自立支援員の配置
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平成27年度相談件数

生活

一般

再掲 児童 経済的支
援・生活
援護

再掲 その他 合計

うち

就労

うち配偶者
等の暴力

うち養
育費

うち福祉資
金

うち児童扶
養手当

母子・
寡婦

件数 189,662 65,632 14,399 7,649 69,568 452,643 286,774 106,308 20,847 732,720

割合 25.9% 9.0% 2.0% 1.0% 9.5% 61.8% 39.1% 14.5% 2.8% 100.0%

父子
件数 5,119 1,080 102 232 3,617 9,839 3,808 4,092 212 18,787

割合 27.2% 5.7% 0.5% 1.2% 19.3% 52.4% 20.3% 21.8% 1.1% 100.0%

合計
件数 194,781 66,712 14,501 7,881 73,185 462,482 290,582 110,400 21,059 751,507

割合 25.9% 8.9% 1.9% 1.0% 9.7% 61.5% 38.7% 14.7% 2.8% 100.0%



地方自治体の相談窓口に母子・父子自立支援員に加え、就業支援専門員を配置することにより、就業支援の専門性と体制を確
保するとともに、母子・父子自立支援員のその他の専門性を高めることにより、相談支援体制の質・量の充実を図り、総合的な
相談支援を実施する。
平成26年度より、都道府県、市、福祉事務所設置町村を実施主体として実施しており、平成２７年度は全国１９自治体で実

施した。

就業支援専門員の配置

26

就業支援専門員

計

平成２６年度 22名

平成２７年度 36名

就業支援専門員の配置状況

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ（注）各年度末現在。

就業相談員の
相談件数
（延べ数）

平成２６年度 4,580件

平成２７年度 8,456件

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ

相談実績



福祉事務所等に自立支援プログラム策定員を配置し、児童扶養手当受給者等に対し、個別に面接を実施し、本人の
生活状況、就業への意欲、資格取得への取組等について状況把握を行い、個々のケースに応じた自立支援プログラム
を策定し、自立促進を図る母子・父子自立支援プログラム策定事業を実施している。
また、母子・父子自立支援プログラムの一環としてハローワークに就労支援ナビゲーター等を配置し、ハローワー

クと福祉事務所等とが連携して個々の児童扶養手当受給者等の状況、ニーズ等の応じたきめ細かな就労支援を行う
「生活保護受給者等就労自立促進」支援事業を実施している。

母子・父子自立支援プログラム策定事業

27

児

童

扶

養

手

当

受

給

者

等
・就職準備支援コース事業

・母子家庭等就業・自立支援事業
・自立支援給付金事業
・母子福祉貸付金
・保育所の優先入所

等の活用

・面接相談
・状況、課題等の把握
・ハローワーク等の関係機関等との連絡調整

就 業 に よ る 自 立

生活保護受給者等
就労自立促進事業
への移行 ・キャリア・コンサルティング

・職業相談・職業紹介
・職業準備プログラム
・トライアル雇用
・公的職業訓練等の能力開発
・個別求人開拓
・就労後のフォローアップ

自立支援プログラム
に基づいた支援

自治体
（母子家庭等就業・自立支援センター、福祉事務所等）

自立支援プログラムの作成

（
母
子
・
父
子
自
立
支
援
員
等
と
の
兼
務
可
）

自
立
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
策
定
員

ハローワーク

福祉部門担当コーディネーター

・事業担当責任者
・就職支援ナビゲーター

面接の上、就労支援
メニューを決定

就労支援チーム福祉事務所担当コーディネーターとしての
参加等連携した支援の実施



都道府県 指定都市 中核市 一般市等 合計

平成１８年度 27か所(57.4%) 12か所(80.0%) 14か所(37.8%) 152か所(20.0%) 205か所(23.8%)

平成２２年度 42か所(89.4%) 19か所(100.0%) 35か所(87.5%) 413か所(52.9%) 509か所(57.4%)

平成２３年度 43か所(91.5%) 19か所(100.0%) 39か所(95.1%) 432か所(55.0%) 533か所(59.8%)

平成２４年度 40か所(85.1%) 20か所(100.0%) 38か所(92.7%) 463か所(58.6%) 561か所(62.5%)

平成２５年度 41か所(87.2%) 20か所(100.0%) 39か所(92.9%) 465か所（58.7%） 565か所（62.7%）

平成２６年度 41か所(87.2%) 20か所(100.0%) 36か所(83.7%) 504か所（63.6%） 601か所（66.6%）

平成２７年度 42か所(89.4%) 20か所(100.0%) 36か所(80.0%) 503か所（63.6%） 601か所（66.6%）

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ
（注１）数字はか所数、（ ）内は都道府県、市における実施割合。
（注２）「一般市等」とは、市（指定都市及び中核市を除く。）、特別区及び福祉事務所設置町村のことである（以下同じ）。

母子・父子自立支援プログラム策定事業の実施状況
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母子・父子自立支援プログラム策定事業の実績

29

生活保護受給者等就労自立促進事業の実施状況

資料：厚生労働省職業安定局調べ
※平成２０～２２年度は、生活保護受給者等就労支援事業、平成２３、２４年度は「福祉から就労」支援事業の実績である。

①支援対象者 ②就職件数
③就職率
（②／①）

全体
うち児童扶養手
当受給者

全体
うち児童扶養手当

受給者
全体

うち児童扶養手
当受給者

平成２２年度 ２１，１３９ ３，９０９ １２，５９７ ２，６７６ ５９．６％ ６８．５％

平成２３年度 ４５，０１６ ９，７１７ ２４，５２２ ６，１６８ ５４．５％ ６３．５％

平成２４年度 ６３，６５８ １５，５９１ ３９，６２７ １０，９８３ ６２．２％ ７０．４％

平成２５年度 ８８，５７６ ２２，６２４ ５４，２４４ １４，７０５ ６１．２％ ６５．０％

平成２６年度 １０８,９１０ ２９，５７５ ６９，５３８ １９，７２７ ６３．８％ ６６．７％

平成２７年度 １２１，３２４ ３４，４６９ ７９，９０６ ２３，５１５ ６５．９％ ６８．２％

自立支援計画書
策定件数

就業実績（延べ数）

総数
内訳

常勤 非常勤・パート 自営業・その他

平成２２年度 6,952件 4,315件 1,601件 2,178件 536件

平成２３年度 7,179件 4,441件 1,714件 2,151件 576件

平成２４年度 7,590件 4,462件 1,820件 2,350件 292件

平成２５年度 7,175件 4,437件 1,806件 2,269件 362件

平成２６年度 7,104件 4,250件 1,864件 2,112件 274件

平成２７年度 7,179件 4,127件 1,923件 1,992件 212件

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ


